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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本企業の海外子会社を対象として、グローバル・イノベーションの実
行プロセスについて分析を行った。先行研究を広範にレビューし分析のフレームを設定したうえで、ヒアリング
調査から得られたデータを用いて比較事例分析を行った。
分析結果は、グローバル・イノベーションを実行するためには知識の移転・共有に関するマネジメントが重要で
あることを示唆していた。(1)知識の移転・共有がグローバル・イノベーション実行の促進要因となる一方で抑
制要因にもなり得ること、(2)技術・市場・管理といった知識の種類や海外子会社の設立からの経過年数によ
り、グローバルイノベーションに与える影響が異なることが確認された。

研究成果の概要（英文）：In this study, we focus on the implementation process of global innovation 
in the overseas subsidiaries of Japanese companies.We examined  an analysis of multiple firms' 
comparative case study analysis, conducted using the data obtained from the interview survey. 
The results of the analysis show that in order to implement global innovation, there is a need for 
knowledge transfer and sharing, It was suggested that management of knowledge was important.
we argue that (1) Knowledge transfer and sharing is a facilitator but a restraining factor for the 
implementation of global innovation,we argue that  (1) knowledge transfer and sharing can be a 
facilitator but also a restraining factor for global innovation implementation, and (2) The effect 
on implementation of global innovation varies with  the impact of the type of knowledge (e.g., 
technology, market, management) and the number of years since the foreign subsidiaries were 
established.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的な意義は、海外子会社への知識マネジメントが与える影響を中心に、グローバル・イノベーショ
ンの実行プロセスを明らかにした点である。
社会的意義としては、グローバル競争がますます激しくなる今日において、多くの企業にとって重要な経営課題
となるグローバル・イノベーションを促進するマネジメントの在り方を提示した点があげられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 本研究は、グローバル・イノベーションの実行プロセスを理論的、実証的に解明することを目
的としたものである。近年では、企業活動のグ ローバル化などに伴い、国や地域による境界が
持つ意味合いは、ますます限定的になり、そのため、企業にとって、グローバルな規模で展開さ
れるイノベーション(グローバル・イノベーション)は重要な課題となっている。 
 国際経営論および経営戦略論の視点から蓄積してきたこれまでの研究では、①日本企業の本
国親会社・海外子会社間における経営資源のマネジメントのあり方(e.g.中川,2012,2013)や、
②親会社による海外子会社コントロールの効果性(中川他,2015; Nakagawa et al, 2015)が明ら
かにされた。これらの研究の背景には、多くの日本企業が、先進国市場では高い成果をあげて
きた一方で、近年、特にその重要性が指摘される新興国市場で十分な成果をあげられずにいる
現状があった。「先進国での成功が、新興国市場での成功に結びつかない」問題は、グローバル
企業にとって喫緊の課題といえる。 
 また、これまでの研究から、新興国市場で成果を高めるためには、本国親会社が既に持つ経営
資源やそれによる優位性をそのまま移転するのではなく、現地で新しい資源や優位性を生み出
すか、既有資源と新たな資源を融合させることが効果的であることが明らかにされている(e.g. 
Nakagawa et al, 2015)。 
そこで本研究では、「グローバル・イノベーション」(岩田, 2007)にあらためて注目し、先行
研究で特に強調されてきた、グローバル・イノベーション(グローバル規模の新たな価値)の創出
に留まらず、その「実行プロセス」の解明に重点を置き、本国親会社・海外子会社間の関係も含
め、組織内部のマネジメント、特に知識の移転と共有に焦点を当てて、理論的、実証的に検討を
試みた。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、グローバル・イノベーションの実行プロセスに注目し、そのマネジメントの
在り方を提示することであった。そもそもグローバル・イノベーションとは、グローバルな規模
で行われるイノベーションのことである(浅川, 2003)。今日では、多くの企業はグローバルな競
争にさらされており、ドメスティックな視点のみならず、グローバルな視点からのイノベーショ
ンが必要になる(岩田, 2007)。 
日本企業は、グローバル経営において本国親会社が有する経営資源やそれによる優位性を移
転することで成果をあげてきた(e.g.吉原,1996)。新興国市場でも本国の経営資源を積極的に移
転している( Isobe, Makino & Montgomery, 2000)。しかしながら、新興国市場は先進国との間
に、文化、経済、政治など、各種の隔たりが有り(Ghemawat, 2001)、単純な移転だけでは成果
につながらない。そこで近年では、単純な資源の移転に留まらず、現地で新たな価値を生み出
すことの重要性が指摘されている(e.g. Doz,Santoz & Williams,2004)。それは決して容易では
ないが(Teece,1986)、新興国市場ではなおさら重要な課題となっている(Yan,1998)。 
以上のように先行研究では、グローバル・イノベーションの重要性が指摘され、新興国市場で
の効果性も明らかにされているものの、イノベーションをどのように実行するのかという実行
プロセスやそのマネジメントに関する問題について、十分な議論がなされていない。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究では、当初の研究計画にしたがい、主にアジアで事業展開する日本企業の海外子会社を
対象としたヒアリング調査および二次資料から得られるデータに基づき、比較事例分析
(Eisenhardt,1989; Eisenhardt & Graebner,2007) の手法が用いられた。 
既存研究で指摘されているように、事例研究は仮説構築に向く研究方法と位置づけられるこ
とも多いが、仮説を検証し、新たな理論の構築に用いることも可能なためである(Eisenhardt, 
1989; Yin,1994)。 
 
 
４．研究成果 
 比較事例分析の結果、明らかになったことは主に次の 2点である。 
 
(1) 技術・市場・管理に関する知識の移転とグローバル・イノベーション 
 第 1に、技術に関する知識、市場に関する知識、管理に関する知識というように、知識の種類
を分けて分析すると、技術に関する知識に関していえば、垂直的な移転の程度を高めるとグロー
バル・イノベーションが起こりにくくなるが、逆に、水平的な知識移転が高めるとグローバル・
イノベーションを促進する(図 1)。市場に関する知識の移転は、垂直的な移転と水平的な移転、
どちらの知識移転も程度を高めていくとグローバル・イノベーションを抑制してしまう(図 2)。
管理に関する知識については、垂直的な移転を高めるとグローバル・イノベーションは抑制され
るが、水平的な移転は影響を与えないことが確認された(図 3)。言い換えると、垂直的な知識の
移転は、技術・市場・管理のいずれの知識に関しても、一定以上進めるとグローバル・イノベー
ションの創出・実行を阻害する要因となり得ることが確認された。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 海外子会社の設立からの経過年数と知識移転の影響 
 
第 2に、海外子会社の設立当初・初期段階には、プロセス知識を中心とした親会社からの知識
移転がグローバル・イノベーションを高めるが、時間とともにその効果はみられなくなり、いず
れかの時点で逆に抑制要因となること、また、現地環境からの知識受容は成果につながるまでに
一定程度の時間を要するが、グローバル・イノベーションを高めるうえで重要になることも明ら
かになった(図 4)。 
製造企業の場合には、設立当初には生産プロセスに関する知識を移転するケースが多くみら
れる。生産プロセスに関する知識の移転は、グローバル・イノベーションの創出というよりも、
むしろ本国親会社や他の先進的な海外子会社で蓄積された、既有の優位性の活用につながりや
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図 1 技術に関する知識の移転とグローバル・イノベーションの関係 
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図 2 市場に関する知識の移転とグローバル・イノベーションの関係 

図 3 管理に関する知識の移転とグローバル・イノベーションの関係 



すい。しかしながら、分析結果からわかるように、現地で新たなイノベーションを生み出し、そ
れを着実に実行していくためには、組織内の知識を移転し、活用するマネジメントスタイルから、
現地環境から知識を吸収し、それらを積極的に活用するマネジメントスタイルに切り替えてい
くことが重要になると考えられる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のように、本研究の分析結果は、技術・市場・管理といった知識の種類や、海外子会社の
設立からの経過年数によって、グローバル・イノベーションを実行するために必要となる知識移
転のパターンが異なることを示していた。これらの結果は、グローバル・イノベーションを実行
するためには、(1)海外子会社に対して、どのような知識を、いかなるタイミングで移転するの
かという本国親会社側の意思決定が極めて重要となること、そして、(2)海外子会社マネジメン
トの視点にたてば、海外子会社には知識の移転や共有について高い自律性をもたせることが効
果的であることを示唆している。 
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図 4 管理に関する知識の移転とグローバル・イノベーションの関係 
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